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公共財を含む経済と摩擦的失業   
（LocalPublic Goods andFrictional  
Unemployment：ATiebou卜TypeEconomy）  

本 間 立 志1  

1．序  

本稿の円的は，公共財を供給し財の貿易を行う多くの地方自治体の集合体，  

テイボー貿易総研に，労働市場の摩擦的失業を導入することである。テイボー  

経済では，移動可能な消費者¶労働者は，自らの選好に最も合致した公共財と  

税の組み合わせを提示する自治体に移り住む。このTiebout（1956）のアイデア  

は「足による投票」（動くことによる避好の顕示）と呼ばれる。足による投票が  

機能しているとき，公共財は，葡争的に，あたかも市場メカニズムによるがご  

とく供給される。この考え方は，Samuelson（1954，1955）が示した公共財の  

最適供給条件，サミュエルソン条件に対する反論である。サミュエルソン条件  

によると，異なる便益（通好）を持つ消費者は異なる価格（使用料）を支払い   

澤用の分担をしなければならない。市場メカニズムは，消費者に誘因整合（両   

立）的に差別化された価格を支払わせ効率的資源配分を達成することができな  

い（JTiebout（1956）は，総官剤こ空間を導入し，足りない市場（missingmarkets）  

の数を減らし，偶人情報を共有情報に変えることによって，この問題を解決し  

た。足による投票が機能するためには，多くの制限的な仮定をおかなければな  

らない。そのひとつは，「消費者の地理的移動はその所得に影響を与えない」で  

l本稿執筆にあたり，洒井寮弘先生（筑波大学），佐々木啓介氏（東洋大学），胃薬暢子氏（白  

鵜女子短期大学・筑波大学）から有益なコメントおよび貴重な資料の授供を賜った。記して  

謝意を表したい。あり得べき誤謬は全て筆者のみの責任である。   
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ある。本稿はこの仮定を変更し，足による投票が機能するか否かを雇用状態に  

依存させる。すなわち，我々の経済では，消費者㌦労働者は失業しているとき  

のみ移動可能である。彼らが雇用されているときは，生産活動に拘束され他の  

自治体に動くことができない。   

摩擦のない伝統的なテイボー経済の中の各地方自治体に財の貿易を行わせる  

試みは，Berglas（1976）らによって始められ，Wilson（1987a，1987b，1990）  

によってほぼ達成された。問題になったのは，競争均衡において，各自治体が  

一つの財の生産に完全特化するかどうかであー），答えは，「完全特化する」であ  

る。理由は次の通りである。ある自治体で居住者が一人増えた場合，一方で居  

住者は公共財消費の規模の経済を享受できるが，他方で労働の限界生産力が逓  

減する。このトレード・オフが最適な自治体の規模（居住者数）を決定する。  

ところが，二財が生産されていると，要素集約度の異なる二財の生産比率を変  

えることによって要素価格を変えずに追加的居住者を吸収できるので，自治体  

の大きさが決まらず，均衡に到達し得ない。（Wilson（1987a，pA34））   

摩擦的失業は，雇用契約が有限であることから発生し，市場参加者がお互い  

にかけ合う外部性を伴う。求職者（失業者）と求人者（求人企業）は，別々の  

場所に集められ，ある時引き合わされる。引き合わされた一人の労働者と一つ  

の企業は，産出物の配分割合を交渉し，交渉が成立すると生産活動を開始する。  

雇用契約は，各期にある率で解消されるので，マッチング（引き合わせ）は毎  

期行われる。失業者にとって雇用確率は，（成立した雇用契約／総失業者数）な  

ので，一つの成立した雇用契約は，他の全ての失業者の雇用確率に影響を与え  

る。この枠組みでは，失業のない世界は，雇用契約が永遠に解消されないケー  

スである。本稿では，この摩擦的失業とテイボー貿易経済を合成する。   

本稿の主な分析結果は以下の通りである。  

①摩擦的失業が存在する場合，各経済主体の瞬間的効用関数（フロー）に関し  

て公共財が純（混雑による外部不経済がない）であっても，生涯効用（ストツ   
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ク）に関して準（混雑による外部不経済がある）となる。   

②労働者が経済のどこかに土地を保有している場合，地方政府の地価極大化は，  

パレート効率的資源配分をもたらす。（Stiglitz（1983）の地価極大化の満場～致  

の性質）労働者と地主が別々の経済主体である場合，地価極大化は一般にパレー  

ト効率的資源配分をもたらさない。（Wildasin（1987，第4節））本稿の摩擦的失  

業がある経済では，労働者と資本家の間の余剰の配分のしかたによっては，地  

価極大化は効率的になり得る。  

③本稿の摩擦的失業のある経済では，競争均衡は，一般にパレート効率的では  

なく，完全特化は起こらない。財貿易と要素移動の代替・補完関係は確定でき   

ない。   

本稿の構成は，以下の通りである。第2節では，問題の所在とその背景を整  

理する。第3節では，単純な一つの自治体のモデルを提示し，その特徴をまと  

める。第4節では，二部門モデルを素描し，生産の完全特化に関する性質を明  

らかにする。要約と結論は第5節で与えられる。  

2．問題の所在とその背景  

一般均衡理論において，ワルラスの競売人は，①売り手と買い手の引き合わ  

せ（coordination）と②均衡価格の告知（announcement）の二つの役割を担って  

いる。このうち，①の引き合わせを放棄した場合どのようなことが起こるのか  

を分析したのが，I）iamond－Mortensen－Pissaridesの双務的マッチング・交  

渉モデルである。2   

このモデルはサーチ理論に分類されるので，はじめにサーチ理論の発展の三  

つの段階，①部分的部分均衡アプローチ（thepartial－partialapproach），②  

留保賃金アプローチ（thereservationwageapproach），③取引摩擦アプローチ  

2 Diamond（1984，pp．2－3）。Diamond（1982），Mortensen（1986），Pissarides（1984）を参照。   
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（the trade friction approach）について簡単に整理する。以下のまとめは，  

Davidson（1990，第2章）に拠る。3   

第一段階の部分的部分均衡アプローチは，上述の「怠慢な」競売人の世界で，  

消費者の労働供給のみを分析したものである。すなわち，所与の労働需要（企  

業の行動，特に賃金オファー曲線）の下で，失業者の最適サーチ戦略が明らか  

にされた。企業の行動を明示的に考慮し，モデルを閉じるために創られたのが，  

第二段階の留保賃金アプローチと第三段階の取引摩擦アプローチである。   

第二段階の留保賃金アプローチは，労働経済学の定（類）型化された事実で  

ある均衡賃金格差（equilibriumpricedispersion）を説明するために用いられた。  

労働者が産業間で生産性が異なることや求職に時間がかかることなど労働者の  

異質性を仮定することによって均衡賃金格差を発生させることが可能になった。  

（留保賃金は閥値である。）   

第三の取引摩擦アプローチは，自然失業率の説明（および，複数の自然失業  

率から最適なものを選ぶこと）に用いられた。均衡賃金格差が失業を説明する  

のに重要でないならば，均衡賃金格差を捨象して，市場参加者が相互に発生し  

合う外部性に的を絞ろうと考えるのが，このアプローチである。労働者を資産  

と考えると，その価値は，生涯賃金になる。現在就業している労働者（就業者）  

が危険資産であれば，裁定条件より，安全資産の利回りは危険資産の配当（年々  

の要素所得）と危険資産のキャピタル・ゲインとの和に等しい。失業の可能性  

がある場合には，危険資産のキャピタル・ゲインは，二種類になる。第一は，  

通常の，危険資産自体の価格の変化によるものである。第二は，就業者が失業  

者になる（雇用契約を打ち切られる）ことによる生涯賃金の麦，すなわち雇用  

状態が変わることによるキャピタル・ロスである。これに対して，失業者の場  

合，危険資産の配当たる要素所得はゼロなので，その利回りは，危険資産自体  

の価格の変化と雇用され得ることによるキャピタル・ゲインの和である。労働  

3 世代重複モデルにサーチを導入する試みに，GalorandLash（1990）がある。   
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需要者である企業についても，同じことが当てはまる。企業は，労働者を雇用  

できた稼動中の企業（filled firm）と欠員をかかえた遊休企業（vacant firm）に  

分けられる。モデルは，労働者の雇用状態の変化に伴う生涯賃金の差と企業の  

それとの差の和である「社会的余剰」の配分ルールを特定することで閉じられ   

る。   

市場参加者相互の外部性のかけ合いは，労働者を例にとると，失業者の雇用  

「確率」に体現される。u人の失業者の中から，あるメカニズムによってm人が  

新たに雇用されるならば，雇用確率は，m／uである。一人の失業者が新たに雇  

用された場合，他の全ての失業者の雇用確率が変化するので，この外部性は全  

ての人の全ての人に対する外部性である。u人の失業者とⅤ人の遊休企業（欠  

員）が引き合わされてnl偶のマッチング（お互いが同意して継続される雇用契  

約）を発生させる仮想的な関数は，総マッチング関数（aggregate matching  

fullCtioll）と呼ばれ，社会的余剰の配分）t／－）t／は，余剰共有ルール（surplusshar－  

ingrule）と呼ばれる。－1   

Diamond－Mortensen・Pissaridesの双務的マッチング・交渉モデルは，こ  

の枠組みを使って，ヨーロッパの若年層の長期にわたる失業など，従来の需要・  

供給分析で説明しきれなかった現象の解明を試みた。   

Diamond・M（）rtellSell・Pissaridesの双務的マッチング・交渉モデルの利点  

の一つは，一般均衡理論のワルラス的オークションが総マッチング関数と余剰  

共有ルールの組み合わせの特殊ケースであることを明らかにしたことである。  

すなわち，売り手と買い手の双務的交渉によって発生する混雑による外部性は，  

一般には内部化されない。それが内部化されるのは，市場においてショート・  

サイドにある生産要素がマッチから得られる余剰の全てを得るように総マッチ  

ング関数と余剰共有ルールが特定化されている場合だけである。5このアプロ  

ーチが暗示するのは，一般均衡理論による政策分析が非常に限られた可能性し  

・1総マッチング関数については，BlaIIChardalld【）iamond（1990）参照。   
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か扱えないということである。   

本稿は，Wilson（1987a，1987b，1990）のテイボー貿易経済とDavidson，Mar－  

tin，andMatusz（1987；1988，1991）の摩擦的失業のあるJones（1965）モデ）t／を  

合成する試みに端を発しているので，両者を要約する。   

Wilson（1987a）は，公共財を倶給する多くの地方自治体の集合体であるテイ  

ボー経済に財貿易を行わせ，その特徴を分析した。彼の特殊要素モデルには，  

土地を保有する同質的な消費者一労働者，一次同次の技術を持つ企業，および  

地方政府（ランド・ディベロッパー）が存在する。消費者一労働者は，間接効  

用関数が最大になる自治体に移住する。（足による投票）企業は，私的財Ⅹ，yを  

生産する。地方政府は，居住者に人頭税を課し，地方公共財を供給する。地方  

政府の行動仮説は，純地価（粗地価一人頭税）極大化である。経済は，自治体  

の純地価が正である限り，新たな自治体を創ることができる。均衡において全  

ての自治体の純地価はゼロとなり，総自治体数が決定される。以上の枠組みで，  

Wilson（1987a）は，a．競争均衡において各自治体は一つの財の生産に完全特化  

する，bパレート効率的配分においても完全特化が起こる，C．競争均衡はパレー  

ト効率的である，の三つの性質を証明し，財貿易と要素移動が補完的であるこ  

とを示した。理由は以下の通りである。ある自治体が二財を生産しているとき，  

局所的な要素価格均等化定理が成立し，労働力の小さな変化は要素価格に影響  

を与えない。この場合，①地価極大化の一階の条件は，サミュエルソン条件が  

成立しなくても満たされ得，②二階の条件は満たされない。生産において不完  

全特化のとき，地方政府は主体均衡に到達しない。6   

Wilson（1987a）では，事前に各自治体は同質的であり，相対的機会費用の善が  

ないので，貿易利益および要素移動の利益が存在しない。自給自足均衡，自由  

貿易均衡，および要素移動のみが許された「島の均衡」は全て同じになる。財  

5詳細については，Hosios（1990，1991：第4節例1）参照。具体的な関数の形は，第4節で  

紹介する。   
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貿易と要素移動の両方が許されているテイボー均衡においてのみ各自治体は完  

全特化する。この均衡は前の三つに比べてパレート優位であるので，財貿易と  

要素移動は補完的である。7   

Davidson，Martin，and Matusz（1987；1988，1991）は，Jones（1965）の二部  

門モデルに摩擦的失業を導入し，摩擦のあるⅩ部門と摩擦のないy部門を仮定  

して次の分析結果を得た。（D取引摩擦アプローチは，均衡を複数個発生させる。  

②非効率な競争均衡において，摩擦のあるⅩ部門は小さくなり過ぎる。③相対  

供給曲線はU字型になり，生産要素間の利害の対立を意味するストルパー・サ  

ミュエルソンの関係は，成り立たなくなり得る。   

労働者がなぜ物理的移動を行うかに対して，次の三つの理由が考えられる。  

①賃金格差，②一般化された賃金格差，③多数決投票に負けたこと。②の一般  

化された賃金（w）格差は効用（Ⅴ）格差であり，労働者がⅤ＝W＋eを最大に  

する場所に動くと考える。eは「賃金以外の何者か」である。テイボー経済では  

これは公共財である。（②はへドニツク・アプローチとも呼ばれる。）8本稿では  

単純化のため，③を捨象する。②と③は必ずしも互いに排他的ではなく，両者  

を包含したモデルを創るのは困難である。  

6 Homnla（1993）参照。  

7各自治体の完全特化は，「法人」の足による投票であると考えられる。Wilson（1987a）では，  

移動可能な労働と移動不可能な土地が仮定されていたが，Wilson（1987b）ではこれを逆にし  

て，移動可能な資本が仮定され，課税親争（taxcompetition：資本（企業）誘致のための地  

価税切り下げ合戦）が分析された。  

8 Wilson（1990）は二種類の労働を仮定し，効用水準に関するストルパー・サミュエルソン  
定理を証明した。   
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3．基本モデル  

本節では，単純化された一つの地方自治体のモデル分析を行い，取引摩擦と  

公共財の存在する経済の特徴をまとめる。この自治体には，n人の労働者とk人  

の資本家（一単位の資本を持つ前節の企業）が存在する。私的財と公共財はそ  

れぞれ一種撰しかない。  

3．1総雇用の動学   

総雇用は，以下の微分方程式に従うと仮定する。  

（3．1）（ねノdr＝∽（z′，〃）一毎，  

（3．2）乃＝e＋1‘，   

（3．3）カ＝g＋乙′．  

ここで，e：総雇用ストック（就業者数および稼動している資本家数），ア：時 ＼  

間，m：総マッチング関数（新たな雇用のフロー），b：マッチング解消率（実物  

ショックの代理変数：所与），n：総労働者数，k：総資本家数（所与），u：失業  

者数，Ⅴ：欠員数（遊休資本家数）。   

（3．1）－（3．3）式より，  

（3．4）∂＝ノワ～（〃－g，々－e）－∂e  

を得る。定常状態において  

（3．5）∂＝7′〃（〃－e，々一e）－∂e＝0  

が成立し，以下の式が得られる。   



25  公共財を含む経済と摩擦的失業   

（3．6）e＊＝e＊（乃），  

（3．7）㍑＊＝乃－e＊（77）＝α＊（7ヱ），  

（3．8）ぴ＊＝点－e＊（邦）＝〃＊（乃），および  

（3．9）∽＊（㍑＊（紹），〃＊（乃））＝∽＊（乃）．（＊は各変数の定常値を表す。（3．4）が大域  

■ 的に安定であるための条件は，♂e／（ね＝一椚1一肌2－∂＜0である。）   

各労働者は－単位の労働を保有し，各資本家は一単位の土地を持つ。一人の  

労働者と一人の資本家の（成攻裡の）マッチは，－単位のこユメレールⅩを産  

み出す。（生産関数は，Ⅹ＝min（k，n），k＝0．1，n＝0．1，単位費用関数は，CX＝  

w＋r，ゼロ利潤条件は，1＝W＋rである。）就業者（雇用された労働者e）と  

稼動資本家（欠員を補充できた資本家e）は，生産活動に専従し，移動が不可能  

である。（一つのマッチは，例えば「有限責任」などのレントを発生させ得る  

が，本稿ではこの間題を捨象する。）   

単純化のために，以下では資本家は，欠員を埋められたか否かに関らず，移  

動不可能であると仮定する。すなわち，以下では，特殊要素モデル（リカード・  

ヴァイナーモデル）を扱う。失業者だけが自治体間を自由に移動できる。   

ここまでの生産要素部門（微分方程式（3．4））は，以下で説明する経済の他   

の部分と独立である。  

3．2 定常状態における資産価値方程式と対称的な余剰共有ルール   

定常状態における資産価値方程式と対称的な余剰共有ルールは，以下の式で  

与えられる。  

（3．川）βlt′ビ＝β－′＋α（G）－∂（Ⅳewlγむ），  

（3．11）pⅣ〟＝α（G）十（刀7＊／zJ＊）（Ⅳe一件Ⅷ），   
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（3．12）pⅣノ＝（1－の－f十α（G）一占（肝′－Ⅳり，  

（3．13）pⅣび＝α（G）＋（研＊／ぴ＊）（Ⅳ′－Ⅳり，および  

（3．14）Ⅳe一杯川＝lγ′－Ⅳむ．   

ここでβは，産出物に関する就業者の瞬間的シェアである。（0≦β≦1）Ⅹの  

売り上げ1円から雇用者は，βを賃金（w）として受け取り，稼動資本家は，  

（1一の を資本レンタル率（r）として受け取る。tは人頭税であり，Wは生涯  

効用水準（純価値）である。上付きの添え字e，u，f，Ⅴはそれぞれ就業者，失  

業者，稼動資本家（filledcapitalists），欠員（vacantcapitalists）である。失  

業者および欠員は，要素所得ゼロである。   

就業者についての資産価値方程式を例にとって式の意味を明らかにする。こ  

の式は，完全な資産市場の裁定条件である。前節の用語を使うと，（3．10）式の  

左辺は安全資産の利回りであり，右辺第3項までは，危険資産たる就業者の配  

当である。本稿のモデルは，地方公共財が存在するので，今期の賃金フローW  

から，人頭税tが支払われ，公共財Gが供給される。Gの公共財は，α（G）の  

効用フローを就業者に与える。右辺の最後の項は，就業者がbの率で雇用契約  

を打ち切られることによる身分の変化に起因するキャピタル・ロスである。定  

常状態を仮定することにより，We自体の価格の変化によるキャピタル・ゲイン  

（ロス）はゼロである。9  

本稿は，労働者について準線型の効用関数（ゴーマン型）  

9（2．10）式は，ダイナミック・プログラミングの最適化の一階の条件（ボントリャーギン  

の最大値原理）からも得ることができる。例えば，ArrowandKurz（1971，p．48）を参照  

されたい。本稿では，雇用確率（m＊／u＊）が内生的であるのに対して離職率（b，0＜b＜1）  

は外生的である。仕事の創造（jobcreation）と仕事の破壊（jobdestruction）を対称的に  

扱う試みについては，例えばMortensenandPissarides（1994），Mortensen（1994）を参  

照されたい。（m＊／u＊）はポワソンの到着率（Poissonarrivalrate）とも呼ばれる。Mortensen  

andPissarides（1994，第2節）およびBlanchardandDiamond（1994，第1節）参照。   
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Uエ＝∬＋α（G）   

を仮定する。予算制約式Ⅹ＋t＝Wの下でULをⅩについて極大化すると，間接効  

用関数  

Ⅴエ＝紬－f十α（G）  

が得られる。（資本家の間接効用関数は，V〝＝7′－オ＋α（G）である。）Gとtは  

労働者と資本家にとって外生的である。公共財の供給水準を決定する多数決投  

票は，考慮されていない。民主的な地方政府は，居住者の生涯効用の最大化を  

はかる。1円は，1ユーテイルに等しい。10定常状態においては，古典派の二分  

法が成立し，割引率βは，本稿の実物部門にとって外生的である。（LM曲線を  

導入しpを内生化する試みについては，Pissarides（1990）参照。）   

資産価値方程式は，労働者と資本家の価値付けを行なう完全市場の存在を前  

提している。本稿では，これらの金融市場をモデノレの外に置く。   

（3．14）式は，社会的余剰を均等に配分する対称的な余剰配分ルールである。   

（3．10）－（3．13）をWe，Wu，Wノ，WVについて解くと，次式を得る。  

（7粥＊＋β乙‘＊）（♂－チ）  

α（G）＋βe（乃）（β－」），  

G）＋β〟（邦）（β－り  

（3．15）βⅣg＝α（C）＋  

（3．16）pⅣぴ＝α（G）十  

（3．17）pW′＝α（C）＋   

L
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（
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乃7＊  
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U
 
 

（
 
 
 

S
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〃
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ハ
〃
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l
 
 

（
 
 

｛
 
 

）
 
 
 

〃
－
 
 
γ
．
 
 

十
 
 
 

椚
 
 

（
 
 

…α（G）＋β′（扇（（1爛の－g）  
椚＊＋（∂＋p）〃＊   

（3・18）βⅣむ＝α（G）＋謝辞≡相十β㈲（（トβ川  

10就業者の資産価値方程式は，より一般的には，PWe＝V（w－t，G）－b（We－Wu）となる。   
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上の四式より，  
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を得る。（3．19）と（3．20）を対称的な余剰共有ルールに基づいて等号で結び付  

けると，次式を得る。  
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（3．21）より，（3．15）－（3．18）は，次式で表される。  

Ⅳe＝Ⅳe（G，チ，乃），  

Ⅳ〟＝彷用（G，′，乃），  

Ⅳノ＝Ⅳノ（G，′，77），および  

lγむ＝仲川（G，′，77）．  

ここで，公共財の分類学を行う。フローの次元の瞬間的間接効用関数を  

Ⅴ＝W＋α（G，Il）と書く。ここで，α2＝0ならば，Gは純公共財であり，α2＜  

0ならば準公共財（不完全に排他的）である。α（G〃）が特にα（C／J′J）の  

形をとる場合，Gは，「公的に供給される私的財」（♪7J∂〝ぐか♪7て）～ノ／（わ〟♪7・ブ～，〝ね  

guo広）と呼ばれる。しかしながら，本稿では取引摩擦を含んだ経済を扱ってい   
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るので，α2が負であるかゼロであるかに関らず，生涯効用Ⅳに関してGは準  

公共財である。  

性質1 フローの次元で純公共財であっても（α2＝0），一般にストックの次元  

で準公共財である。（Wl＝f）i（n）（8－t），i＝e，u，Wj＝flj（n）〈（1－8）－t〉，  

j＝f，Ⅴ．）ストックの次元で純公共財であるための条件は，次の通りである。  

∂Ⅳソ∂犯＝0，才＝e，〟，／，〃  

フローの次元とストックの次元の間で純公共財の定義に帝離が生ずるのは，摩  

擦的失業が存在するためである。数式の上では，∂≠0であるためである。例え  

ば，（3．10）式で∂＝0とおけば，「帝離」は解消する。占＝0の世界では，就業  

者は永遠に雇用され続け，失業者は永遠に失業し続ける。  

3．3 パレード効率的な地方公共財の供給：民主的政府   

パレード効率的な地方公共財の倶給は，以下の地方政府（ランド・ディベロ  

ッパー）の極大化問題を解くことによって得られる。  

肋叩（Ⅳe（G，り√Z）＋lγ′（G，オ，プ？））e＊（犯）＋βⅣ〟（G，′，扉レ巨α＊（77））  
C．ど  

＋pⅣむ（G，′，犯）（カーg＊（ァ創，  

甜妨再ね2e＊（7か＝G．  

e＊人の就業者とe＊人の稼働資本家が人頭税tを支払う。失業者と欠員は購買力  

を持たないので，課税されない。公共部門の生産関数（public－SeCtOrprOduction  

function）として最も単純なものを仮定している。居住者の生涯効用の合計を最   
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大化するこの地方政府は，民主的政府と呼ばれる。民主的政府の行動は全ての  

居住者に支持され，公共財の供給水準を決めるための多数決投票は必要ない。  

目的関数をZとおく。  

Z＝β（Ⅳg＋Ⅳ′）e＊＋pⅣぴ（乃－e＊）＋βⅣ〃（々一g＊）＋バ（G－2e＊′）  

一階の条件は，次式で与えられる。  

Z。＝β（Ⅳg。＋Ⅳ′。）e＊十βⅣぴ。（針「㍉）＋βⅣひG（点－e＊）＋ス＝0，  

Zf＝P（Ⅳeど十Ⅳ′f）e＊＋βⅣひf（乃－g＊）十β晰む（点－e＊ト2スe＊＝0，および  

乙＝G－2（ヲ＊′＝0．  

上式により，G＝G（n），t＝t（n），入＝入（n）を得る。入を消去すると以下の形の  

サミュエルソン条件を得る。  

＝ 

，  

㌢＝〟署丁卸すなわち  

あるいは  

“総MRSGt”＝MRTGt．（変形曲線をT（G，t）＝Gr2e＊t＝0とおく。  

MRTGt＝TG／Tt＝－1／2e＊．）  

サミュエルソン条件は，次のように計算される。  

（乃十々）α′（G）＿－1  

rエ（乃）＋r打（刀）‾2e＊   
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ここで，  

rエ（乃）＝PⅣgfe＊＋pWむと（乃－e＊）＝（銑－1）（eβe（乃）＋（乃－e＊）βぴ（乃）），  

r∬（乃）＝βl粁e＊＋pl鶴ひ（点－e＊）＝－（仇＋1）（eβ′（乃）十（点－g＊）βむ（乃））．   

rL（乃）は，労働者の所得の限界生涯効用の総計であり，rK（乃）は資本家のそれで  

ある。上式より，パレート効率的な公共財の供給水準GPは，次式で与えられ   

る。  

r打（乃）十rエ（乃）  
］＝GP（乃）・  

GP＝αし1   

2e＊（乃＋々）   

政府の予算制約式より，パレート効率的な人頭税は  

′P＝蒜＝侮）・  

で与えられる。公共財がフローの次元で純公共財であっても，性質1より，最  

適人頭税は，ゼロにならない。  

3．4 地価極大化：営利的政府   

本節では，営利的地方政府（ランド・ディベロッパー）の地価極大化行動を  

定式化し，前節のパレート効率的配分と比較する。地価極大化は，例えば次の  

ように書くことができる。  

〟αPW′（G，′，乃）e＊（乃）＋pⅣぴ（G，′，扉（点－e＊（扇），  C．と   
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5Z′娩rgわβ＊（乃）′＝G．  

地方政府は，稼働資本家にのみ人頭税を課し，稼働資本家と遊休資本家の効用  

の合計を極大化する。就業者は人頭税を払わない。目的関数をZとする。  

Z＝β廿げe＊十β肝ひ（カーe＊）＋バ（G－e＊′）  

一階の条件は，次式で与えられる。  

Z。＝〆ヰ′ノ云ど＊＋plイ′〃。（カーe＊）＋片＝0，  

Z～＝Plγ′～e＊＋β祈′ぴ′（カーピ＊ト加＊＝0，および  

ZA＝G－e＊′＝0．  

入を消去すると次式を得る。  

β杯′ノcど＊＋β廿′乙－。（カーe＊）＿－1  
あるいは  

ビ＊）■ピ＊，  〆すげ′e＊＋βl†′′む′沌－   

J・q：：リ●主し －1  － 

r〝（7Z）e＊●   

上式より，地価を極大化させるGとtの組み合わせ（Gl・，tl・）は次式で与えられ   

る。  

GL＝α′－1［昔］＝抑7），および   
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′エ＝宗＝冊）・  

Gl’とGl■を比較すると，以下の式が得られる。  

r〝（乃）＋rエ（  むl」－∫ご．」1  
sgn（GPpGL）＝Sgn  

2e＊（タブ＋カ）   e＊カ  

（r〟（タて）＋rエ（プ7））々十2r〝（刀）（邦＋々）  
ニ＝Sgll  

2e＊（グ7）（ァz十点）点  

＝Sgn（r〝（〃）（27～十カトrエ（犯）々）   

r〟（77）（2〃十々）－r上・（7′～）々＝0を満たすIlをNとする。すなわち，Nは地価極大  

化がパレート効率的である場合のIlである。  

性質2 本稿の摩擦のある経済においては，地価極大化はn＝Nの場合を除い  

てパレート効率的資源配分をもたらさない。民主的政府の効用極大化と営利的  

政府の地価極大化は双対にならない。  

この分析結果は，本稿の枠組みにおいて労働者と資本家が同一ではないことに  

よる。摩擦の無い伝統的な経済においては，稼動可能な労働者が経済のどこか  

に土地を保有していることが仮定されていた。11したがって，労働者がどこにい  

ようとも，彼らは土地を保有する自治体において適切な人頭税を支払い，「蒋の  

ある」自治体は最適な水準の公共財を供給していた。本稿のモデルでは，両者  

が別々なので，二つの最大化問題の目的関数が異なり，性質2を得た。  

11例えば，Ⅵrils（）11（1987a）参照。   
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3．5 競争均衡   

競争均衡は移動可能な失業者の移住制約式（themigration constraint）によ  

って表される。  

W押（諏）＝祝．（〟：co乃Sf．）  

上式よりn＊＝n＊（u）を得，自治体の大きさが決定される。（移住制約式から得ら  

れるn＊が性質2のNに等しくなることはもとより保証されない。）uは「世界」  

効用水準であり，ここまでの閉鎖的な単一自治体モデルでは所与である。この  

自治体が多くの自治体の中の一つである場合，移動不可能な資本家の生涯効用  

の合計が正である限り新たな自治体を創ることができるとすると，追加的均衡  

条件g＊Ⅳノ十（々－e＊）Ⅳひ＝0より，均衡世界効用水準u＊が決定される。   

地方自治体が地価極大化行動をとる場合，それがパレート効率的であり，か  

つ失業および欠員がゼロである場合にのみ，経済は生産可能性曲線上にあり，  

競争均衡は，パレート効率的である。それ以外の場合は，経済全体の資源配分  

は非効率的である。   

ここまで用いられてきた対称的な余剰配分ルール，We－Wu＝Wf－WVは，そ  

れがナッシュ交渉解であることで正当化されてきた。より一般的なWe－Wu＝  

β（Wf－WV），0＜β＜∞を用いれば，生涯効用はW（G，t，β，n）となり，上記  

の性質2において，地価極大化を効率的にするβ＊が求められ得る。（βは「交渉  

能力」を表す。Hosios（1991，p．283）参照。）  

性質3 β＝β＊が存在すれば，地価極大化はパレート効率的になる。   
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4．二部門モデル  

本節では，二部門モデルを用いて各自治体が生産において完全特化するかど  

うかを調べる。一つの部門は，そのマッチング関数の要素集約度（u／v）で識別さ  

れ得るが，以下では摩擦のあるⅩ部門と摩擦のないy部門を仮定し，  

Davidson，Martin，andMatusz（1987；1988，1991）の分析結果を援用する。  

y部門に摩擦がないとは，この部門のマッチングをオークションに特定化する  

ことである。はじめに，2節で触れたy部門のオークションを，マッチング関  

数と余剰配分ルールを使って表現する。（Hosios（1991：第4節例1））  

失業者の雇用確率：min（1，Ⅴ／u）．  

遊休資本家の雇用確率：min（u／v，1）．  

総マッチング関数：m（u，Ⅴ）＝min（u，Ⅴ）．  

1，〟＜〃，   

0，Zイ≧払  

余剰配分ルール（交渉能力）：β＝  

これに対して，Ⅹ部門では，総マッチング関数は一般的なm（u，Ⅴ）のままであ  

り，余剰配分ルールは，We－Wu＝WLWVである。モデルは，次のように要約  

される。（y部門の生産関数をy＝kO・5lO・5と特定化し，X部門とy部門は，同じ数  

の資本家を持つ（kx＝ky）と仮定する。）x部門の資産価値方程式と余剰配分ル  

ールは，以下の五式である。  

pW妄＝Ⅴ（p，Ox－t，G）－b（W妄－W玖  

押矩α（G）＋（昭珊窒），  

pW壬＝Ⅴ（p，（1－Ox）－t，G）－b（W圭一WE），   
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p椚＝α（G）十掌（WトW芝），  

W妄－W芝＝W妄－W貰  

y部門の資産価値方程式は，以下の二式である。  

β畔＝V（カ／2－J，G），  

p晰＝V（カ／2－g，G）．  

ある自治体の総労働力（L）は，X部門の就業者，X部門の失業者，およびy部門  

の就業者の和である。（e＊＋u＊＋1＝L）移住制約式は次式で与えられる。  

l愕‘＝砕   

摩擦のない一次同次の技術を持つ経済では，二つのゼロ利潤曲線の交点にお  

いて要素価格が一意に決まる。生産要素賦存量の小さな変化は要素価格に影響  

を与えない。（局所的な要素価格均等  

化定理）それは，生産物の生産比率  

を変化させることで吸収される。（リ   

ブテンスキーの定理）これに対して，  

本稿の摩擦のある経済では，失業者  

は，毎期の要素価格フローではなく，  

生涯効用の差に基づいて移動する。  

したがって，Ⅹ部門のゼロ利潤条件  

の役割を果たすのは，上の移住制約  

W   

口y＝0  

＼しⅩ＝0  

0   

図1摩擦的失業のない世界   
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式である。（Davidson，et．al．（1988）   

参照。）   

摩擦的失業のある場合，移住制約式  

の形状によって，複数の均衡が存在  

し得る。図2の場合，要素賦存量の  

「大きな」変化は要素価格を変化させ   

る。このケースでは，企業部門の技  

術は地方政府の行動に制約を課すこ  

W   

0   

図2 摩擦的失業のある世界  

とができないので，各自治体は一つ  

の財の生産に完全特化する必要がない。財貿易と要素移動の関係も，局所的な  

要素価格均等化定理という制約が外れることか．ら，その代替（補完）性を確定  

できない。   

代替的な説明は次の通りである。Wilson（1987a）は，公共財が準である場  

合，公共財消費と限界生産力逓減との間のトレードオフがなくなり，完全特化  

が起こらなくなり得ることを示した。本稿では，諸変数をストックの次元で操  

作してきたので，公共財は準である。従って，完全特化は必ずしも起こらない。  

5．要約と結論  

本稿は，摩擦的失業と公共財の存在する経済の特徴を分析した。摩擦的失業  

のある世界は，雇用契約の解消される率が正の世界である。このとき，資産と  

しての労働者は，雇f馴犬態の変化に伴うキャピタル・ロス（ゲイン）に直面す  

る占各労働者にとって総労働者数がその生涯効用に影響を与えるので，フロー  

の次元の純公共財は，ストック（資産）の次元で準公共財になる。資本家と労  

働者が要素所得の配分の交渉をする時，その配分の割合によっては，資本家の  

みの生涯効用を最大化する地価極大化がパレート効率的になり得る。公共財が   
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“非常に準”であり，混雑による外部不経済が強いとき，公共財消費の規模の経  

済と労働の限界生産力逓減との間のトレードオフがなくなり，企業の技術は地  

方政府の行動に制約を課すことができなくなる。したがって，均衡において，  

各地方自治体は，必ずしも一つの財の生産に完全特化しない。財貿易と要素移  

動の代替（補完）性も確定できない。  
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